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はじめに 

 
環境省の「環境会計ガイドライン（2002 年版）」（以下、ガイドラインという）で

は、環境保全コストを 7つに分類して把握することを提唱しています。いったん環境
保全コストを体系的に把握すれば、その後、そのデータを様々に組み替えて活用する

ことも可能になります。ところが実際に環境保全コストの集計を始めると、どの分類

に該当するか迷うという声が多く寄せられました。そこで環境省では、環境保全コス

トを分類する際に参考となるような手引きを作成する目的で「環境会計に関するワー

キンググループ」を設置し、4回にわたって会合を重ねてきました。本書はその検討

結果を「環境保全コスト分類の手引き」（以下、手引きという）としてまとめたもの

です。 

この手引きの位置づけ及び作成の基本方針は以下の通りです。 
 

（手引きの位置づけ） 

この手引きはガイドラインの枠内で検討したものです。現行のガイドラインを変更

したり、新たなガイドラインを追加したりするものではありません。またガイドライ

ンでは環境保全コスト、環境保全効果及び環境保全活動に伴う経済効果の 3つを環境

会計の構成要素としていますが、この手引きはそのうちの環境保全コストのみに着目

しています。この手引きは現行のガイドラインに沿って環境保全コストを分類したい

と考える場合に、その参考となる情報を提供するものです。 
 

（作成の基本方針） 

主として、初めて環境会計に取り組む企業や、取り組み始めて間もない企業の参考

となることを目的としました。分類に際して迷うと思われる事例を取り上げ、ガイド

ラインの意図に照らして最も妥当と思われる分類の考え方を示すようにしました。た

だし、複数の考え方がありうる場合には、無理に１つにせず、それぞれの考え方を示

しました。今後さらに事例の数を追加し、手引きを充実させていきたいと考えていま

す。また、環境保全コストは法規制との関係や環境問題の領域別等、ガイドラインの

分類以外にも様々な視点から捉えることができます。そこでこの手引きの第 3章では、

事例を複数の視点で再分類することを試みました。それらの多様な視点から出発して、

関連する事例を見つけ出し、最終的にガイドラインの分類に到達するための索引とし

て利用できるように配慮しています。 
 

この手引きが環境会計を実施する際の参考となれば幸甚です。 
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第１章 手引きの使い方 
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第 1章 手引きの使い方 

 

１．環境保全コストを分類するための手順 

 
環境保全コストをガイドラインにおける環境保全コストの分類にそって分類する

までには、対象とするコストの性格によって段階的な検討が必要です。 

 
まず、対象とするコストが環境保全コストとして集計するかどうかを判断する必要

があります。環境保全コストの集計対象とするかどうか検討が必要な場合としては、 

 
・環境保全以外の目的と複合している場合 

・環境保全コストが少額な場合、重要性が乏しい場合 

 
等が考えられます。金額が小さく重要性が乏しい場合には、集計しないこととするこ

ともできます。次に、環境保全コストの集計対象とすることにした場合、その目的に

照らして分類を検討することになります。 

 
この手引きには、環境保全コストの集計対象とするかどうかを検討する際の参考と

なる事例も掲げられていますが、主な目的は環境保全コストの分類に関する考え方を

示すことにあります。環境保全コストを分類する際の基本的な流れは、図１をご参照

ください。 
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図１ 環境保全コストを分類する際の処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）ただし、金額的に重要な場合、あるいは重要な意味を持つコストである場合等には、独自のコ

スト分類を設定することも可能。独自のコスト分類を設ける場合、誤解を招かないためにもコス

ト分類の考え方を明示することが必要。 

 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

環境保全目的で投下されたコストか？ 

そのコストの目的がガイドラインのコスト分類

のひとつに定められるか？ 

そのコストの目的がガイドラインの複数のコス

ト分類に該当するか？ 

ガイドラインの「その他…」というコスト分類

として整理する（注） 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

集計対象外 

当該環境保全コストに分類 

複合コストに準じて複数の

コスト分類に按分・集計 
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＜参考：合理化のための取組と環境保全活動について＞ 
余剰人員や設備の削減により無駄を省き、新しい技術や設備を導入して原料の歩留

まりを向上させる等の合理化のための取組により、生産要素（土地や労働や資本（資

源））の投入量当りの平均生産量は増加します。このような合理化のための取組は、

環境保全活動より広範な対象範囲を目的としており、概念的には環境保全活動とは区

別することとし、基本的にそのコストは、環境保全コストとはしません。 

ただし、原料やエネルギー等の資源の投入量を節約することを目的とした合理化対

策は、合理化と同時に環境保全目的にもつながりますので、複合コストとして、環境

保全の目的とした程度に応じて按分集計を行います。 

 
＜参考：労働安全衛生への取組と環境保全活動について＞ 
従業員の労働安全衛生を目的として行われる活動は、環境保全活動とは概念的に区

別されるもので、基本的にそのコストは、環境保全コストとはしません。 
しかし、労働安全衛生目的だけでなく環境保全をも目的とした防災対策や危険物管

理による公害対策を実施する場合には、複合コストとして、環境保全の目的とした程

度に応じて按分集計を行います。 

 
＜参考：環境配慮型製品等の一般化について＞ 

環境や人の健康に影響を与えるような物質の使用や排出が削減されていたり、資源

やエネルギーの消費が少なかったり、再使用やリサイクルが可能である等といった環

境負荷の低減に資する製品やサービスについては、ある時点においては環境物品等と

して通常の物品等とは区別して扱うことが可能であっても、時間の経過とともに、そ

うした製品やサービスが市場で一般化することがあります。このように市場で一般化

した場合には、他の選択肢がない（少ない）ことから、基本的にその差額コストは生

じないか、少額であるため、環境保全コストとはしません。 

 
＜参考：複合コストの集計方法＞ 
環境保全目的で投下されたコストであっても、環境保全以外の目的のコストを含む

複合コストの場合は、環境保全コストのみを集計する必要があります。 
複合コストの集計は、次の順位に従い、いずれかの方法で集計します。 

 
①差額集計 

②合理的基準による按分集計 
③簡便な基準による按分集計 

 
環境保全コストを集計する際の基本的な流れは、図 2をご参照ください。 
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図２ 環境保全コストを集計する際の処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

環境保全のみを目的としているか？ 

環境保全以外の目的が主目的であり、コストの環境保

全上の重要性が乏しいか？ 

他のコストを控除した環境保全コストを集計可能か？ 

合理的な按分基準により集計可能か？ 

簡便な按分基準により集計可能か？ 

再度集計方法を検討する 

ＹＥＳ 全額集計 

ＹＥＳ 集計対象外とする

ことも可能 

差額集計 ＹＥＳ 

ＹＥＳ 合理的な按分集計 

ＹＥＳ 簡便な按分集計 
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２．手引きの使い方 

 
この手引きは、ガイドラインの環境保全コスト分類とは別の視点からの環境保全コ

ストに関連する区分を想定し、それをもとに対象とする環境保全コストがどの環境保

全コスト分類に当てはまるかの考え方の手がかりを、事例をまじえながら示したもの

です。 

ガイドラインでは環境保全コストを事業活動との関係（事業活動のどの部分でコス

トが発生するか）をもとに、次のように分類しています。 

 
事業活動との関係 環境保全コスト分類 
生産・サービス活動 事業エリア内コスト 
 上・下流コスト 
管理活動 管理活動コスト 
研究開発活動 研究開発コスト 
社会活動 社会活動コスト 
事業活動区分と対応しない 環境損傷対応コスト 
上記の分類に当てはまらない その他コスト 

 

この分類については業種・業態によって、そのままでは該当する環境保全コスト分

類が見つからない場合や判断しにくい場合も想定されます。 

また、環境保全コストを分類する場合、ガイドラインに示された事業活動との関係

から分類する方法のほかにも、様々な視点による分類方法が考えられます。これらの

ガイドラインとは異なる視点による分類は、業種・業態、担当部署、環境保全コスト

の内容によっては、ガイドラインに示された分類よりも理解しやすい場合も考えられ

ます。 

 
そこで、この手引きの第 3章において、環境保全コストを分類する 6つの視点を設
定しました。対象とする環境保全コストについて利用者が理解しやすい視点から該当

する類似事例を検索できるよう配慮し、最終的にそのコストがガイドラインのどの環

境保全コスト分類に当てはまるかを判断する際の、考え方の手がかりを得られる仕組

みとしてあります。 

 
この手引きでは、次のような 6つの視点を設定しました。 
①事業活動の体系に関する視点 

②業種に関する視点 
③ISO 14001の要求事項に関する視点 

④法規制への対応に関する視点 
⑤環境問題の種類に関する視点 

⑥ステークホルダーに関する視点 
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環境保全コスト分類の検討の流れについては、図 3をご参照ください。 

 

 

 

図３ 環境保全コスト分類の検討フロー 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 第３章２．事例検索一覧表では、環境保全コスト分類を含めた、全体の俯瞰が可能です。 

同様の事例がなかなか

見つからない場合 

 

同
様
の
事
例
が
見
つ
か
っ
た
場
合 

対象とする活動の環境保全コストを特定する。 

第２章 環境保全活動の整理事例の目次から、 
 
同様の事例を探す。 

第３章１．環境保全活動を分類するための様々な視

点の考え方を参考にして、 
 
環境保全活動を整理するための６つの視点のうち、対

象とする環境保全コストを整理する上で判りやすい

視点を探す。 

 

第３章２．事例検索一覧表から、 
 
選んだ視点からみて、参考となりそうな事例を探す。

第２章 環境保全活動の整理事例を参考にして、 
 
ガイドラインの環境保全コスト分類に対する考え方を確認

し、環境保全コスト分類を検討する。 
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第２章 環境保全活動の整理事例 
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第２章 環境保全活動の整理事例 

 
この章では、環境保全活動事例を取り上げ、ガイドラインに沿った環境保全コスト

分類に対する基本的な考え方と、具体的な環境保全コスト分類の例を示しました。 

 
ここに示した考え方と環境保全コスト分類は、基本的にガイドラインの考え方に沿

っています。ただしこの手引きは、環境保全コスト分類について迷った時等の参考と

なるヒントとして例示したものですから、ここで示した環境保全コスト分類に必ず分

類しなければならないということではありません。 

事例に示された環境保全コストについて、既に異なる考え方に基づいて環境保全コ

スト分類を行っている場合には、記述された内容をヒントとして、環境保全コスト分

類を変更する必要があるかどうかを検討してください。 

 
ここに示した事例は、次の様に整理されています。 
・基本的な考え方： 

ガイドラインに沿った基本的な考え方を示しています。 
・具体的な例示： 

基本的な考え方による場合の具体的な例を示しています。 
・基本的な考え方によらない場合の考え方： 

基本的な考え方によらない場合の例外的な考え方を示しています。 
・基本的な考え方によらない場合の例示 

基本的な考え方によらない場合の具体的な例を示しています。 

 
また、環境保全コスト分類の欄に示した番号は、ガイドラインの環境保全コスト分

類の番号に対応しています。 
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１．環境保全コスト全般に関する事項 

 

（１）投資 

 
事例番号 1 既存設備に対する更新投資  
活動内容 既存設備に対する更新投資 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
既存設備の環境保全に関する能力改善や追加が主

目的であるような更新投資を行う場合は、その投資額

は環境保全コストとします。 

主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示１】 
既存設備に対してエネルギー効率を改善するため

の更新投資は、追加的な機能等が省エネルギー対策と

いう環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 
【具体的な例示２】 
既存設備の更新にあたり、既に所有している中古機

を再利用して再生した場合には、その再生利用そのも

のが廃棄物のリサイクルという環境保全目的に該当

します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
②産業廃棄物のリサイクル

等のためのコスト 

 

事例番号 2 環境保全設備への防災装置の追加  
活動内容 環境保全設備への防災装置の追加 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境保全設備に対して、消火用水栓や火災報知器等

の防災装置を追加するためのコストは、防災を目的と

したものですので、環境保全コストとはしません。 

 

【基本的考え方によらない場合の例示】 
雨水等利用型の緊急消火用スプリンクラー装置や

省エネ型の有毒ガスセンサー等を追加的投資する場

合は、環境保全目的の程度に応じて判断し、按分しま

す。 

主要な環境保全目的により判

断。 
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事例番号 3 環境保全設備の付属設備に関する修理  
活動内容 環境保全設備の付属設備に関する修理 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境保全設備の付属設備について修理を行う場合

のコストは、当該付属設備が環境保全目的のために設

置されている場合には、環境保全コストとします。 

主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示】 
省エネルギーのための設備に付属する排ガス処理

設備を修理した場合は、排ガス処理設備は大気汚染防

止にあたりますので、そのコストは大気汚染防止とい

う環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
①大気汚染防止のためのコ

スト 

【基本的な考え方によらない場合の例示】 
省エネルギーのための設備に付属する排ガス処理

設備の修理にあたって、省エネルギーのための設備と

して一体で管理しているため、排ガス処理設備に関わ

るコストを個別に集計することが困難な場合には、そ

のコストは省エネ設備本来の環境保全目的とするこ

ともできます。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 

 
（２）設備の維持管理 

 
事例番号 4 固定資産税の扱い  

活動内容 固定資産税の扱い 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境保全設備の固定資産税は、直接的に環境負荷の

低減に寄与するものではありませんが、当該設備を運

転していくための維持的なコストですので、環境保全

コストとします。 

当該設備等の主要な環境保全

目的により判断。 

【具体的な例示】 
排水処理施設にかかる固定資産税は、直接的に環境

負荷の低減に寄与しなくとも、当該設備を運転してい

くための維持的なコストですので、水質汚濁防止とい

う環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
②水質汚濁防止のためのコ

スト 
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事例番号 5 環境保全設備に対する修理  
活動内容 環境保全設備に対する修理 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境保全設備に対する日常的な維持管理のための

修理費や、一定の機能を維持するための定期的な特別

修繕費等は、環境保全設備の機能を維持するためのコ

ストとして、当該設備と同様の環境保全目的に該当し

ます。 

当該設備の設置目的により判

断。 

【具体的な例示１】 
脱硝装置に対する日常的な維持管理のための修理

費や、一定の機能を維持するための定期的な特別修繕

費等は、大気汚染防止という環境保全目的に該当しま

す。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
①大気汚染防止のためのコ

スト 

【具体的な例示２】 
汚水防止のための設備に対する日常的な維持管理

のための修理費や、一定の機能を維持するための定期

的な特別修繕費等は、水質汚濁防止という環境保全目

的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
②水質汚濁防止のためのコ

スト 

 
事例番号 6 環境保全設備の移設  

活動内容 環境保全設備の移設 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
新製品投入等のために行う工場のレイアウト変更

のためのコストは、環境保全コストとしません。 
そのため、移設等の対象が環境保全設備であって

も、その移設にかかるコストは環境保全を目的とした

ものではないと考えられます。 

 

【基本的な考え方によらない場合の例示】 
隣接住民に対する騒音・振動対策等のために、工場

のレイアウト変更や設備の移設を行う場合のコスト

は、本来の環境保全目的に該当します。 

主要な環境保全目的により判

断。 
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事例番号 7 設備の維持管理により発生する廃棄物処理  
活動内容 設備の維持管理により発生する廃棄物処理 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
施設や設備等の維持管理により発生する廃棄物処

理費は、廃棄物処理のためのコストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
④産業廃棄物の処理・処分

のためのコスト 
【基本的な考え方によらない場合の例示】 
工場緑化に伴う樹木の剪定を業者に一括して委託

した場合等に、廃棄物の処理のためのコストと、剪定

作業の人件費等が分離できない場合には、当該活動の

目的に応じたコストに含めて整理することもできま

す。 

(3)管理活動コスト 
⑤事業所及び事業所周辺の

自然保護、緑化、美化、

景観保持等の環境改善対

策のためのコスト 

 
２．事業エリア内コストに関する事項 

 

（１）輸送等 

 
事例番号 8 環境配慮型車両等の導入  

活動内容 環境配慮型車両等の導入 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境配慮型車両の導入は、環境保全目的を持つもの

と考えられますので、通常の車両との差額コストは、

環境保全コストとします。 

主要な導入目的や環境配慮型

車両の機能により判断。 

【具体的な例示１】 
導入する環境配慮型車両が、DPF（ディーゼル微
粒子除去装置）装着車のような低排出ガス車両であれ

ば、NOx（窒素酸化物）やHC（炭化水素）、PM（粒
子状物質）の排出を低減できることから、大気汚染防

止のためのコストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
①大気汚染防止のためのコ

スト 

【具体的な例示２】 
導入する環境配慮型車両が、ハイブリッド車のよう

な低燃費を目的とした車両であれば、省エネや CO2

（二酸化炭素）排出削減に資することから、地球温暖

化防止及び省エネルギーのためのコストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 

【具体的な例示３】 
導入する環境配慮型車両が、天然ガス自動車や燃料

電池車等の低公害車である場合には、大気汚染防止や

省エネ等の導入する目的により事業者が判断します。 

主要な導入目的により判断。 
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事例番号 9 自社輸送における環境負荷の抑制  
活動内容 自社輸送における環境負荷の抑制 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
原料や製品等の自社輸送に際しての環境保全コス

トは、事業エリア内コストとします。その際の環境保

全コスト分類は、環境保全目的により判断します。 

(1)事業エリア内コスト 
主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示１】 
自社輸送のため、低公害車等の環境配慮型車両を導

入した場合のコストは、事業エリア内コストとし、そ

の目的に応じた環境保全コストに分類します。 
（事例番号 8 参照） 

(1)事業エリア内コスト 
主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示２】 
自社輸送に際して、通い箱の活用等により廃棄物の

削減を図った場合のコストは、事業エリア内コストの

うち資源循環コストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
④産業廃棄物の処理・処分

のためのコスト 
 
事例番号 10 業者委託の輸送における環境負荷の抑制  
活動内容 業者委託の輸送における環境負荷の抑制 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
輸送を他社に委託した場合、その委託に際して発生

した環境保全を目的とするコストは委託先を直接に

管理することが可能か否かで判断します。 

自社による管理可能性により

判断。 

【具体的な例示１】 
物流専門の子会社を設立する等により、低公害車等

の環境配慮型車両による輸送を行う場合は、企業支配

権が及ぶ範囲なので、事業エリア内コストに該当しま

す。 
（事例番号 9 参照） 

(1)事業エリア内コスト 
主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示２】 
環境保全の観点から運賃が高くても低公害車等の

環境配慮型車両の導入比率が高い業者を選定した場

合は、通常運送費との差額コストが環境保全コストと

して、グリーン購入のための上・下流コストに該当し

ます。 

(2)上・下流コスト 
①環境物品等の調達購入

（グリーン購入）に伴い

発生した通常の購入との

差額コスト 
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（２）公害防止 

 
事例番号 11 水質の浄化  
活動内容 水質の浄化 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
水質浄化のためのコストは、その目的により判断し

ます。 

浄化目的により判断。 

【具体的な例示１】 
排水に際して水を浄化処理する場合には、そのコス

トは水質汚濁防止という環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
②水質汚濁防止のためのコ

スト 
【具体的な例示２】 
循環的に利用する目的で水を浄化処理する場合に

は、そのコストは資源の効率的利用という環境保全目

的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
①資源の効率的利用のため

のコスト 
 
事例番号 12 排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入  
活動内容 排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の目的

は、汚泥圧縮による廃棄物の減量化にありますので、

汚泥圧縮装置部分のコストは廃棄物処理・処分のため

のコストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
④産業廃棄物の処理・処分

のためのコスト 

【基本的考え方によらない場合の例示】 
汚泥圧縮装置が排水処理施設と一体として管理さ

れており、汚泥圧縮装置部分のみのコストを個別に集

計することが困難な場合には、施設本来の主たる目的

が排水処理ですから、水質汚濁防止という環境保全目

的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
②水質汚濁防止のためのコ

スト 
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事例番号 13 法規制より厳しい水準の環境負荷低減  
活動内容 法規制より厳しい水準の環境負荷低減 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
規制基準が定められている場合の環境負荷の低

減・回避に要するコストのうち、規制値を満たすため

の対策コストは、公害防止のためのコストとします。 
また、さらにより積極的に取り組み、基準値より良

好な水準まで環境負荷を低減・回避するための対策コ

ストも、同様に公害の発生を防止するため実施される

ものと考えられますので、公害防止のためのコストと

します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 

【具体的な例示】 
大気汚染防止法や水質汚濁防止法等の規制基準を

満たすための対策コストも、それらの基準値より良好

な水準まで環境負荷を低減・回避するための対策コス

トも、公害防止のためのコストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 

 

＜参考 環境負荷低減のためのコスト＞ 

 
 
法規制値 

 
自主的な目標値 

 
事例番号 14 騒音・振動防止対策  
活動内容 騒音・振動防止対策 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
工場等の騒音・振動対策は、工場等の敷地境界の外

部に対するものと、工場等の内部に対するものとが複

合している場合があります。その際の環境保全コスト

の分類は、環境保全目的の程度に応じて判断し、按分

します。 

主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示】 
規制基準をクリアするために行う防音壁の設置や

機械・設備の騒音・振動対策は、工場の外部に対する

環境保全を目的としていますので、結果的に作業環境

の改善に寄与する場合でも、そのコストは騒音の防止

や振動の防止といった環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
④騒音防止のためのコスト 
または、 
⑤振動防止のためのコスト 

規制遵守コスト 

自主的目標達成コスト 

公害防止コスト
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【基本的な考え方によらない場合の例示】 
設備や装置に対する騒音・振動対策のように、工場

等の敷地の内部で行われるものは、作業環境の改善と

いった労働安全衛生が主たる目的として考えられま

すので、結果的に環境保全に寄与する場合であっても

環境保全コストには含めません。 

 

 

事例番号 15 PCB使用物品の処理・保管  

活動内容 PCB使用物品の処理・保管 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 

PCB（ポリ塩化ビフェニル）含有物品の処理及び
保管は、含有している PCBの漏洩、拡散による環境
汚染の防止が目的ですので、そのコストは環境保全コ

ストとします。 

主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示１】 
使用済みの PCB 含有物品を PCB 処理に関する法
律（※）により処理するためのコストは、廃棄物処理

という環境保全目的に該当すると考えられますが、通

常の産業廃棄物に関するコストとは区別しておきま

す。 
 
※正式名称は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な

処理の推進に関する特別措置法」 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
⑥その他の資源循環に資す

るコスト 

【具体的な例示２】 
PCB含有製品の保管のためのコストは、PCBの漏
洩による土壌や水等の汚染を防止することを目的と

していますが、通常の保管物品に関するコストとは区

別しておきます。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
⑧その他の公害防止のため

のコスト 

 
（３）地球環境 

 
事例番号 16 省エネ設備の導入  

活動内容 省エネ設備の導入 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
エネルギーのロスを削減するために、エネルギーの

無駄遣いや、自然条件の不十分な活用、設備の運転管

理や保守管理、設備機器等を見直すコストは、省エネ

ルギーが目的ですので、そのコストは環境保全コスト

とします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 
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【具体的な例示】 
コジェネレーションシステムの導入のために生じ

る差額コストは、省エネルギーによる CO2発生抑制

に繋がっていますので、そのコストは環境保全コスト

とします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 

【基本的考え方によらない場合の例示】 
例えばエネルギー効率の高いインバータ制御モー

ターが組み込まれた公害防止施設や廃棄物処理施設

等で、個別にモーター部分だけを管理しておらず、施

設の他の部分に関するコストと分離して集計するの

が困難な場合には、施設本来の環境保全目的に応じた

環境保全コストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
設備の目的により判断。 

 
（４）資源循環 

 
事例番号 17 リサイクル及び処理・処分  
活動内容 リサイクル及び処理・処分 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
回収資源のリサイクル及び処理・処分に要するコス

トは環境保全コストとします。 

主要な目的により判断。 

【具体的な例示１】 
事業所内で発生した廃プラスチックを回収して再

生する場合（マテリアルリサイクル）のコストは、廃

棄物のリサイクル等のためという環境保全目的に該

当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
②産業廃棄物のリサイクル

等のためのコスト 

【具体的な例示２】 
事業所内で発生したペットボトル等の廃プラスチッ

クを回収し、それを燃やして熱エネルギーを回収する

場合（サーマルリサイクル）のコストは、廃棄物の処理・

処分という環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
④産業廃棄物の処理・処分

のためのコスト 

【基本的考え方によらない場合の例示】 
一旦販売したコピー機やパソコンといった OA 機
器等、自社の製品や商品を回収し、リサイクルするた

めのコストは、上・下流コストに該当します。 

(2)上・下流コスト 
④製品・商品等の回収、リ

サイクル、再商品化、適

正処理のためのコスト 
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事例番号 18 外注先に対する廃棄物処理指導  
活動内容 外注先に対する廃棄物処理指導 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
上・下流域の環境負荷を低減するという環境保全目

的に該当する環境保全コストは、上・下流コストとし

ます。 

(2)上・下流コスト 

【具体的な例示】 
環境保全目的に関するサプライチェーンマネジメ

ントの一環として、取引先にも環境配慮を促すため

に、例えば外注物品の製造・加工等に伴う廃棄物の処

理に関して外注先に対する指導を実施するためのコ

ストは、上・下流域の環境負荷を削減するための取組

として位置づけられますので、そのコストはその他の

上・下流コストとします。 
ただし、そのためのコストを分離することの重要性

が乏しい場合には、指導を実施する部門が、例えば購

買部門関連であれば上・下流コスト、環境管理部門関

連であれば管理活動コストというように、実施する部

門に応じたコスト分類とすることもできます。 

(2)上・下流コスト 
⑤その他の上・下流コスト 

 
３．上・下流コストに関する事項 

 

（１）グリーン調達 

 
事例番号 19 環境物品等の調達・購入  
活動内容 環境物品等の調達・購入 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
環境に配慮した物品の調達・購入に際して発生した

通常の購入価格との差額コストは、グリーン購入のた

めのコストとして、上・下流コストとします。 

(2)上・下流コスト 
①環境物品等の調達購入

(グリーン購入)に伴い発
生した通常の購入との差

額コスト 

【基本的な考え方によらない場合の考え方】 
環境配慮型製品の市場占有率が一定以上に達する

等一般化し、差額コストがほとんど発生しない場合

は、環境保全コストとはしません。 
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事例番号 20 グリーン調達・購入のための取組  
活動内容 グリーン調達・購入のための取組 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
上・下流域の環境負荷を低減するという環境保全目

的に該当する環境保全コストは、上・下流コストとし

ます。 

(2)上・下流コスト 

【具体的な例示１】 
自社のグリーン調達・購入の方針の一環として、例

えば仕入先に対して、ISO 14001 の認証取得のため
の指導やセミナーの実施、環境配慮型製品の開発に関

する支援等を行うためのコストは、上・下流域の環境

負荷を低減するという環境保全目的に該当しますの

で、上・下流コストとします。 

(2)上・下流コスト 
⑤その他の上・下流コスト 

【具体的な例示２】 
自社におけるグリーン調達・購入のための仕組みの

構築・維持・改善等のための組織改編、マニュアル策

定や、購買先または購買検討対象物品の環境配慮状況

の調査にかかるコストは、グリーン購入の推進を通じ

て上・下流域の環境負荷を低減するという環境保全目

的に該当しますので、上・下流コストとします。 
ただし、そのためのコストを分離することの重要性

が乏しい場合には、取組を実施する部門が、例えば購

買部門関連であれば上・下流コスト、環境管理部門関

連であれば管理活動コストというように、実施する部

門に応じたコスト分類とすることもできます。 

(2)上・下流コスト 
⑤その他の上・下流コスト 

 
事例番号 21 再生型枠の使用  
活動内容 再生型枠の使用 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
工事を発注した場合に、建築物及び工作物のコンク

リート工事用型枠を、熱帯材から再生原料型枠や再生

可能な型枠に切り替えたことによる差額コストは、工

事の発注側から見れば、環境負荷の低減に資する環境

物品等の調達購入コストとします。 

(2)上・下流コスト 
①環境物品等の調達購入

(グリーン購入)に伴い発
生した通常の購入との差

額コスト 
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【基本的な考え方によらない場合の考え方】 
施工業者における考え方として、「建設業における

環境会計ガイドライン（2002 年版）」では、施工業務にお

いては建築物及び工作物のコンクリート工事用型枠

を、熱帯材から再生原料型枠や再生可能な型枠等に切

り替えたことによる差額コストは、事業エリア内コス

トの地球環境保全コストに、熱帯林破壊防止という分

類を設けて集計することとしています。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
独自の分類：熱帯林破壊防

止コスト 

 
事例番号 22 軽量薄型のレジ袋等の使用  
活動内容 軽量薄型のレジ袋等の使用 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本となる考え方】 
レジ袋等の軽量薄型化や材質変更は、製造のための

資源の節約や焼却時の有害ガスの発生抑制を目的と

しており、そのコストは環境保全コストとします。 

取組内容により判断。 

【具体的な例示１】 
レジ袋や梱包材を従来のものから軽量薄型化した

ものや環境に配慮した材質のものへ変更したものに

切り替えるためのコストは、容器包装の廃棄時の環境

負荷を低減するという環境保全目的に該当します。 

(2)上・下流コスト 
③容器包装等の低環境負荷

化のための追加的コスト 

【具体的な例示２】 
レジ袋を軽量薄型化したり材質を変更するために

実施する研究は、環境保全目的に該当します。 

(4)研究開発コスト 
③その他、物流段階や製品

等の販売段階等における

環境負荷の抑制のための

研究開発コスト 

 
（２）業界団体等への負担金 

 
事例番号 23 業界団体等に対する負担金の支払  
活動内容 業界団体等に対する負担金の支払 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
業界団体等に対して支払う負担金については、負担

金の意味内容により環境保全目的を分類します。 

負担金の意味内容により判

断。 
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【具体的な例示１】 
消費者等の上・下流域において発生する環境負荷を

低減するという環境保全目的のため、事業者が行う製

品・商品等の回収、リサイクル、再商品化、適正処理

を業界団体等が代行して行うために支払われるもの

は、環境保全コストとします。 
具体的には以下のものが挙げられます。 
・日本容器包装リサイクル協会に対して容器や包装

を利用する中身製造事業者や容器や包装を利用

して販売する小売・卸売事業者、容器の製造事業

者等が支払う容器包装等の再商品化のための負

担金 
・小型二次電池再資源化推進センターに対して電池

メーカーとそれを使用する機器メーカー等が支

払う小型二次電池の回収・リサイクルのための会

費 
・財団法人家電製品協会に対して、エアコン、テレ

ビ、冷蔵庫、洗濯機の製造業者等が支払う廃家電

品の再資源化、適正処理等のための委託料 

(2)上・下流コスト 
④製品・商品等の回収、リ

サイクル、再商品化、適

正処理のためのコスト 

【具体的な例示２】 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づいて指

定された産業廃棄物適性処理推進センターの原状回

復措置のための基金（産業廃棄物適正処理推進基金）

への拠出金は、不法投棄された産業廃棄物の適正処理

事業を支援するために産業界の取り決めによって事

業者が自主的に負担するものですので、通常の産業廃

棄物処理・処分コストとは異なり社会全体の環境保全

を目的としたコストとします。 

(5)社会活動コスト 
①事業所及び事業所周辺を

除く自然保護、緑化、美

化、景観保持等の環境改

善対策のためのコスト 

【具体的な例示３】 
公害健康被害の補償等に関する法律に基づく、汚染

負荷量賦課金は、公害健康被害補償予防協会に対して

事業者が納付義務を負い、主に健康被害予防事業（大

気の環境に着目した環境改善事業等）に使用されてい

ます。この納付義務は大気汚染の原因となる物質を排

出する施設を設置する事業者に課され、汚染負荷量賦

課金の額は対象となる環境負荷物質の排出量に応じ

て算定されるものですので、大気汚染防止を目的とし

たコストとします。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
①大気汚染防止のためのコ

スト 
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４．管理活動コストに関する事項 

 

（１）環境管理 

 
事例番号 24 環境マネジメントプログラムの実施  
活動内容 環境マネジメントプログラムの実施 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
環境マネジメントシステムの整備、運用のためのコ

ストには、ISO 14001 の認証取得費用、そのための
準備費用や維持改善のための直接的な人件費等が含

まれますが、環境マネジメントシステムの一環とし

て、環境マネジメントプログラムに盛り込まれた具体

的な取組に関するコストは、その取組の目的に応じた

コストに分類します。 

取組の目的により判断。 

【具体的な事例１】 
環境マネジメントプログラムで定められた公害防

止の取組のためのコストは、事業エリア内コストの公

害防止コストとして、その具体的な内容によりコスト

を分類します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 
公害防止の目的により判断。 

【具体的な事例２】 
環境マネジメントプログラムで定められた省エネ

ルギーの取組のためのコストは、事業エリア内コスト

として分類します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 

 
事例番号 25 条例等で義務づけられた計画等の策定  
活動内容 条例等で義務づけられた計画等の策定 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
事業活動に伴い発生する環境負荷の抑制に対して

計画を策定する等、今後の具体的な環境保全活動の準

備段階でのコストは、管理活動コストに該当します。 

(3)管理活動コスト 

【具体的な例示】 
地方自治体等で廃棄物削減や温暖化対策等に関す

る計画策定が条例で義務付けられている場合等の計

画策定のためのコストは、計画の策定という管理的な

要素が強いため、環境マネジメントシステム関連のコ

ストとします。 

(3)管理活動コスト 
①環境マネジメントシステ

ムの整備、運用のための

コスト 
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（２）環境情報の開示 

 
事例番号 26 環境問題に関する説明会の開催  
活動内容 環境問題に関する説明会の開催 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
企業が開催する環境問題に関する説明会に係るコ

ストは、環境保全コストとします。 

主要な目的により判断。 

【具体的な例示１】 
例えば、化学物質に関する一般的な知識等について

地域住民の啓発を目的とした無料セミナーを開催す

る場合等は、企業等の事業活動に直接的には関係があ

りませんので、その開催コストは環境保全に資する社

会活動という目的に該当します。 

(5)社会活動コスト 
③地域住民の行う環境活動

に対する支援及び地域住

民に対する情報提供等の

各種の社会的取組のため

のコスト 
【具体的な例示２】 
様々な利害関係者を招き環境保全に関する対話集

会を開催する場合や、環境汚染を発生させた企業等が

自らの事業活動に使用している化学物質の種類・量や

その環境への影響・今後の環境保全体制等について地

域住民に対して行う説明会等は、事業活動を継続させ

るための説明責任の履行という性格が強いので、その

開催コストは環境保全に資する管理活動という目的

に該当します。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 

 
事例番号 27 環境広告  

活動内容 環境広告 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境保護に連動したマーケティングに基づく環境

広告には、環境保全への取組や野生生物等の保護を訴

えて地球環境を保護しようとする社会的な要望に応

える側面や環境教育的な側面も含まれますが、そのた

めのコストは、企業等が社会とのコミュニケーション

を図るという目的に該当します。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 

【具体的な例示１】 
エコプロダクツ展等の環境をテーマとした展示会

への出展や、環境ラベル表示のための審査や印刷のコ

ストは、社会とのコミュニケーションを図ることが目

的ですから、そのコストは環境保全に資する管理活動

コストとします。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 
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【具体的な例示２】 
製品やサービスの販売促進を目的とした広告の一

部に、環境保全に役立つ機能等に関する情報が含まれ

る場合には、環境教育等の社会的メッセージが含まれ

ており、広告全体に占める環境保全目的の程度に応じ

て判断し、按分します。 
ただし、そのためのコストを分離することの重要性

が乏しければ、単に販売促進を目的としたコストとし

て、環境保全コストとしないことができます。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 
 

 

事例番号 28 工場見学への対応  

活動内容 工場見学への対応 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
不特定多数の方に、環境保全に関する企業等の取組

内容を理解してもらうためのコストは、企業等が社会

とのコミュニケーションを図るという目的に該当し

ます。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 

【具体的な例示】 
企業の環境保全活動を紹介することを目的とした

工場見学会の開催コストは、広く一般消費者等に対す

る情報を提供し、企業が社会とのコミュニケーション

を図るという側面が大きいことから、そのコストは環

境保全に資する管理活動コストとします。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 

 
事例番号 29 環境監査及び環境報告書の第三者意見記載の取組  
活動内容 環境監査及び環境報告書の第三者意見記載の取組 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的考え方】 
環境マネジメントの取組を客観的な立場からチェ

ックする環境監査は、内部外部を問わず環境マネジメ

ントシステム関連のコストとします。 

(3)管理活動コスト 
①環境マネジメントシステ

ムの整備、運用のための

コスト 
【基本的な考え方によらない場合の例示】 
環境報告書に記載するための第三者レビュー報告

書のためのコストは、環境報告書の作成コストに含ま

れますので、環境保全に資する管理活動という目的に

該当します。 

(3)管理活動コスト 
②環境情報の開示及び環境

広告のためのコスト 
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（３）環境負荷等の監視 

 
事例番号 30 環境負荷の監視  
活動内容 環境負荷の監視 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
環境負荷等の監視に関するコストは、環境負荷監視

のための管理活動コストとします。 

(3)管理活動コスト 
③環境負荷監視のためのコ

スト 
【具体的な例示】 
環境管理室等に設置し、一元的に大気や水質を監

視・測定する機器に係るコストは、大気汚染防止設備

や水質汚濁防止設備等に係るコストと区別すること

が適当ですので、環境保全に資する管理活動という目

的に該当します。 

(3)管理活動コスト 
③環境負荷監視のためのコ

スト 

【基本的な考え方によらない場合の考え方】 
環境負荷等の監視に関するコストが、日常的に行わ

れている活動から分離できない場合や、そのためのコ

ストが非常に少額である場合等には、基本となる活動

のコスト分類に含めて処理することもできます。 

本体の活動の主要な環境保全

目的により判断。 

【基本的な考え方によらない場合の例示】 
大気汚染防止や水質汚濁防止のための設備の一部

に備えつけられた、大気や水質の汚染状況を監視・測

定する機器に係るコストは、当該設備と一体として運

用されるものであり、そのためのコストだけを分離す

ることは困難ですので、公害防止という基本となる設

備のコストと同じ環境保全目的とすることもできま

す。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-1公害防止コスト 

 
事例番号 31 環境監視のための特別な調査  
活動内容 環境監視のための特別な調査 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
汚染の有無に関わらず、定期的にまたは臨時に環境

汚染等を監視するために実施する特別な調査は、主た

る目的が個別の環境負荷項目をより綿密に監視する

ことにありますので、そのためのコストは、環境負荷

監視のための管理活動コストとします。 

(3)管理活動コスト 
③環境負荷監視のためのコ

スト 
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【具体的な例示１】 
汚染の有無に関わらず、定期的に実施する土壌汚染

に関する調査の目的は、定期的に土壌汚染の状況を監

視することにありますので、そのためのコストは、環

境負荷監視のためという環境保全目的に該当します。 

(3)管理活動コスト 
③環境負荷監視のためのコ

スト 

【具体的な例示２】 
PRTR（環境汚染物質排出移動登録）への取組は、
特定の化学物質について、その環境への排出・移動量

を継続的に把握するものですので、そのコストは、環

境負荷監視のためという環境保全目的に該当します。 

(3)管理活動コスト 
③環境負荷監視のためのコ

スト 

 
５．研究開発コストに関する事項 

 

事例番号 32 化審法による化学物質の審査  
活動内容 化審法による化学物質の審査 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
化学物質の審査及び製造等の規則に関する法律（化

審法）は、化学物質の製造、輸入に際し、その難分解

性等の性状を有するかどうかを事前に審査し、化学物

質の製造、輸入、使用等に応じ、必要な規制を行うこ

とを目的としています。この事前審査のコストは、規

制に対応するための、環境保全コストとします。 

主要な環境保全目的により判

断。 

【具体的な例示１】 
新たな化学物質を開発した場合、または化学物質の

輸入にあたって受ける事前審査にかかるコストは、環

境負荷の監視という環境保全目的に該当します。 

(3)管理活動コスト 
③環境負荷監視のためのコ

スト 

【具体的な例示２】 
新たに開発した化学物質が、環境保全に資する目的

の製品であれば、審査の申請に必要なコストは、環境

保全に資する製品等の研究開発という環境保全目的

に該当します。 

(4)研究開発コスト 
①環境保全に資する製品等

の研究開発コスト 

 
事例番号 33 鉛フリーはんだ搭載製品の製造  
活動内容 鉛フリーはんだ搭載製品の製造 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
鉛フリーはんだを使った製品の製造は、その製品の

廃棄時の環境負荷を低減させることを目的としてい

ますので、そのコストは環境保全コストとします。 

取組内容により判断。 
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【具体的な例示１】 
鉛フリーはんだを使った製品を製造するために、ど

のように製造プロセスを変更すれば良いかを検討す

るためのコストは、環境保全に資する製品等の研究開

発という環境保全目的に該当します。 

(4)研究開発コスト 
①環境保全に資する製品等

の研究開発コスト 

【具体的な例示２】 
自社製品製造のために、鉛フリーはんだを使った部

品を調達する場合のコストは、グリーン購入推進によ

る上・下流域における環境負荷の低減という環境保全

目的に該当します。 

(2)上・下流コスト 
②環境物品等を提供するた

めの追加的コスト 

【具体的な例示３】 
鉛フリーはんだを使った製品を設計する場合のコ

ストは、環境保全に資するための研究開発という環境

保全目的に該当します。 

(4)研究開発コスト 
①環境保全に資する製品等

の研究開発コスト 

 

事例番号 34 歩留まりの向上  

活動内容 歩留まりの向上 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
製品製造において歩留まりを向上させるコストは、

同じ量の原料から多くの製品を製造することを目的

としていますので、環境保全コストとします。 

取組内容により判断。 

【具体的な例示１】 
資源投入量の削減等を目的に、製品製造工程での原

材料等の利用効率を向上させるため特別に行う工程

への変更は、廃棄物の発生を抑制し、原材料の歩留ま

りを向上させますので、そのためのコストは、資源の

効率的利用という環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
①資源の効率的利用のため

のコスト 

【具体的な例示２】 
製品の製造工程で発生した不要物を、原材料として

再度投入するシステムを導入するためのコストは、廃

棄物のリユースという環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-3資源循環コスト 
②産業廃棄物のリサイクル

等のためのコスト 
【具体的な例示３】 
資源の効率的利用を目的とした研究開発プロジェ

クトに関するもので、環境保全目的に相当する部分の

コストは研究開発コストに該当します。 

(4)研究開発コスト 
②製品等の製造段階におけ

る環境負荷の抑制のため

の研究開発コスト 
【具体的な例示４】 
製品製造工程におけるエネルギーの消費効率を向

上させるよう、特別に行う工程への変更は、エネルギ

ー効率の高い機器類への変更と同様、省エネルギーと

いう環境保全目的に該当します。 

(1)事業エリア内コスト 
(1)-2地球環境保全コスト 
①地球温暖化防止及び省エ

ネルギーのためのコスト 
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６．社会活動コストに関する事項 

 

事例番号 35 事業活動と関連のない緑化活動等の実施  
活動内容 事業活動と関連のない緑化活動等の実施 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
広く社会貢献のために行われる環境保全活動のた

めのコストは、社会活動コストとします。 

取組内容により判断。 

【具体的な例示】 
砂漠化防止のために自主的に緑化を行う場合に、事

業活動とは直接関係ない取組であれば、そのコストは

社会活動コストに該当します。 
自社の所有地において森林を育成している場合で

も、それが社会に解放された森林として利用されてい

るような取組であれば、社会活動コストとします。 

(5)社会活動コスト 
①事業所及び事業所周辺を

除く自然保護、緑化、美

化、景観保持等の環境改

善対策のためのコスト 

【基本的な考え方によらない場合の例示】 
製紙会社等が海外等において行う産業植林等は、材

料調達等の通常の事業活動の一環と位置づけられま

すので、単純伐採による木材の調達との差額コストは

グリーン購入のためのコストとします。 

(2)上・下流コスト 
①環境物品等の調達購入

(グリーン購入)に伴い発
生した通常の購入との差

額コスト 
 
事例番号 36 自然保護団体への年会費  
活動内容 自然保護団体への年会費 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
環境保護団体等への寄付、支援のためのコストは、

社会活動コストとします。 

(5)社会活動コスト 
②環境保全を行う団体等に

対する寄付、支援のため

のコスト 
【具体的な例示】 
環境保護団体等への加入に伴う年会費は、寄付金で

なくとも、環境保護団体の運営資金を拠出し支援する

ことにつながりますので、社会活動コストとします。 

(5)社会活動コスト 
②環境保全を行う団体等に

対する寄付、支援のため

のコスト 
 



 － 36 － 

７．環境損傷対応コストに関する事項 

 

事例番号 37 支払保険料の扱い  
活動内容 支払保険料の扱い 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
支払保険料は、リスク回避のためのコストであり、

直接的には環境負荷を低減させませんが、環境損傷等

が発生した場合、企業の財務基盤が不十分であったと

しても、より確実に対応できるようにする意義があ

り、環境損傷対応コストとします。 

(6)環境損傷対応コスト 
③環境の損傷に対応する引

当金繰入額及び保険料 

【具体的な例示】 
大気汚染や土壌汚染に関連する保険のための支払

保険料は、直接的に公害を防止するものではありませ

んので、環境損傷対応コストとします。 

(6)環境損傷対応コスト 
③環境の損傷に対応する引

当金繰入額及び保険料 

 

８．その他コストに関する事項 

 

事例番号 38 非償却資産への投資  

活動内容 非償却資産への投資 

 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
土地等の非償却資産は、減価償却を実施せず費用化

の時期や費用化の可否が不透明であるため、非償却資

産への投資額は環境保全コストとはしません。 

 

【具体的な例示】 
森林保護等を目的として土地を取得する場合であ

っても、土地は自然の資産であり、将来、用途変更し

て工場等にすることも可能であること、また通常費用

化もされないこと等から、その投資額は環境保全コス

トとはしません。 

 

 
事例番号 39 金融資産への投資  

活動内容 金融資産への投資 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
投下資金の回収が前提となる金融資産への投資は、

本来的には費用化されるものではないことから、その

投資額は環境保全コストとはしません。 
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【具体的な例示】 
SRI（社会的責任投資）や環境ビジネス事業への出
資等には、環境保全活動に間接的に資する場合もあり

ますが、むしろ通常の証券投資等と同様に投下資金の

回収を前提とする金融資産であり、本来的には費用化

されるものではないことから、その投資額は環境保全

コストとはしません。 

 

 

事例番号 40 放射線障害防止のための措置  

活動内容 放射線障害防止のための措置 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【基本的な考え方】 
環境基本法第十三条では、「放射性物質による大気

の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染の防止のための措

置については、原子力基本法その他の関係法律で定め

るところによる」（※）とされ、法体系上の規制措置

は、環境基本法に基づく法体系とは区別されています

が、環境問題の一環であることに変わりありません。

放射線障害を防止するためのコストは放射線による

大気・水等の汚染を回避するためのコストとして、環

境保全コストとします。その際の環境保全コストの分

類は、通常の環境保全コストとは区別しておきます。 
 
※その他の関係法律とは、放射線障害防止法等 

(7)その他コスト 

【具体的な例示】 
放射性物質を処理・管理するためのコストは、環境

保全目的に該当しますが、通常の環境保全コストとは

区別しておきます。 

(7)その他コスト 
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事例番号 41 仮設工事における環境保全活動  

活動内容 仮設工事における環境保全活動 
 
コスト分類に対する考え方 環境保全コスト分類 
【参考】 
環境保全に資する製品の製造やサービスの提供等を

目的とした事業活動への、環境会計の応用手法につい

ては、今後の課題とされています。 

 

【参考としての例示】 
「建設業における環境会計ガイドライン（2002 年版）」

では、施工業者の行う仮設工事のうち、遮音壁の設置

や廃棄物の処理等環境保全対策として行われるもの

は、把握の対象とし、仕様に記載されている項目も全て

環境保全コストに含めています。一方、本設工事におけ

る環境保全活動は顧客の環境保全コストであるという考

えに基づき環境保全コストに含めていません。 

主要な環境保全目的により判

断。 
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第３章 ６つの視点による事例の検索 
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第３章 ６つの視点による事例の検索 

 
１．環境保全活動を分類するための様々な視点の考え方 

 
本章では、ガイドラインの環境保全コスト分類の他に、６つの視点を設定し、対象

となる環境保全コストについて利用者が理解しやすい視点から該当する類似事例を

検索できるよう配慮しました。 

 
（１）事業活動の体系に関する視点 

 
事業活動の体系に関する視点からの区分は、次に示す「事業活動と物質循環との関

わり」の概念図をもとに、事業活動へのインプットとアウトプットに着目して整理し

ました。 

 
事業活動の体系に関する視点からの区分 

事業エリアへの INPUT（購買） 
①原材料等の投入（グリーン購入、グリーン調達含む） 
②エネルギーの投入 
③水の投入 
事業エリア 
④製造（生産管理含む） 
⑤設備投資（維持管理含む） 
⑥研究開発 
⑦一般管理（環境コミュニケーション、環境教育含む） 
⑧社会貢献（一般管理から別に区分） 
⑨環境損傷の修復（通常の事業活動とは区別） 
⑩輸送・流通 
事業エリアからの完成品 OUTPUT（販売） 
⑪製品・サービスの提供 
事業エリアからの不要物 OUTPUT（廃棄・排出） 
⑫廃棄物・リサイクル（リユース含む） 
（事業エリア内のリサイクル、完成品の使用後のリサイクル含む） 
⑬水域・土壌への排出 
⑭大気への排出 
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（参考資料） 環境省「環境パフォーマンス指標ガイドライン－2002年度版－」より 
「事業活動と物質循環との関わり（概念モデル）」 

 

 

 
地球環境

社 会

土地利用

⑦廃棄

⑧最終処分

ストック汚染

事
業
活
動

再生資源、再生部品

取引先
顧客

②製品、商品、サービス

使用済み製品の回収

⑥製品、商品、サービス

社会貢献

安全・健康

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ

④温室効果ガス

廃棄

①エネルギー、

②資源、③水

⑤化学物質

⑨排水

ＣＯ２
使用時

使用時

エネルギー、
資源、水

再生資源、再生部品

②資源

（再生資源、再生部品）

⑥製品、商品、サービス

環境
マネジメント

売上高
生産高
従業員、等

コアセット
物質循環、環境効率を念頭に置き、環境負荷
の最適化をコントロールしていくべき領域

物質循環を念頭に置き、サプライチェーン
を含めた環境負荷の最適化を
コントロールしていくべき領域

天然資源の採取

エネルギー、
資源、水

供
給
業
者

地球環境

社 会

土地利用

⑦廃棄

⑧最終処分

ストック汚染

事
業
活
動

再生資源、再生部品

取引先
顧客

②製品、商品、サービス

使用済み製品の回収

⑥製品、商品、サービス

社会貢献

安全・健康

ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ

④温室効果ガス

廃棄

①エネルギー、

②資源、③水

⑤化学物質

⑨排水

ＣＯ２
使用時
ＣＯ２
使用時
ＣＯ２
使用時

使用時

エネルギー、
資源、水

使用時

エネルギー、
資源、水

使用時

エネルギー、
資源、水

再生資源、再生部品

②資源

（再生資源、再生部品）

⑥製品、商品、サービス

環境
マネジメント

売上高
生産高
従業員、等

コアセット
物質循環、環境効率を念頭に置き、環境負荷
の最適化をコントロールしていくべき領域

物質循環を念頭に置き、サプライチェーン
を含めた環境負荷の最適化を
コントロールしていくべき領域

天然資源の採取

エネルギー、
資源、水

供
給
業
者

供
給
業
者
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（２）業種に関する視点 

 
業種に関する視点からの区分は、日本標準産業分類を考慮して整理しました。 

 
業種に関する視点からの区分 日本標準産業分類 
①水産・農業・林業 A,B,C 
②製造業（鉱業を含む） D,F 
③建設業 E 
④電気・ガス等供給業他 G 
⑤通信業 H 
⑥運輸・倉庫業 I 
⑦流通業（卸・小売） J 
⑧金融・保険業 K 
⑨サービス業 L,M,N,O,P,Q,R 
⑩その他 S 

 
（参考資料） 日本標準産業分類における大分類項目 

 
Ａ 農業 

Ｂ 林業 

Ｃ 漁業 

Ｄ 鉱業 

Ｅ 建設業 

Ｆ 製造業 

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 

Ｈ 情報通信業 

Ｉ 運輸業 

Ｊ 卸売・小売業 

Ｋ 金融・保険業 

Ｌ 不動産業 

Ｍ 飲食店，宿泊業 

Ｎ 医療，福祉 

Ｏ 教育，学習支援業 

Ｐ 複合サービス事業 

Ｑ サービス業（他に分類されないもの） 

Ｒ 公務（他に分類されないもの） 

Ｓ 分類不能の産業 
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（３）ＩＳＯ １４００１の要求事項に関する視点 

 
ISO 14001の要求事項に関する視点からの区分は、それぞれの要求事項の内容を考
慮して整理しました。 

 
ＩＳＯ １４００１の要求事項に関
する視点からの区分 

区分を整理する上で考慮したそれぞれ

に該当する環境保全活動 
一般的要求事項  
①一般要求事項 ・EMSの確立と維持 
環境方針  
②環境方針 ・環境方針の決定 
計画  
③環境側面 ・著しい環境側面の決定 

・活動、製品又はサービスの環境側面を

特定する手段の確立、維持 
④法的及びその他の要求事項 ・活動、製品又はサービスの環境側面に

適用可能な、法的要求事項等を特定

し、参照できる手順の確立、維持 
⑤目的及び目標 ・環境目的、目標の設定、維持 
⑥環境マネジメントプログラム ・目的及び目標を達成するためのプログ

ラムの策定、維持 
実施及び運用  
⑦体制及び責任 ・EMS を実施するための、役割、責任

及び権限の決定及び文書化、伝達 
⑧訓練、自覚及び能力 ・適切な訓練の実施 
⑨コミュニケーション ・環境側面及び環境マネジメントシステ

ムに関する内部／外部コミュニケー

ションのための手順の確立、維持 
⑩環境マネジメントシステム文書 ・EMSに関する情報の確立、維持 
⑪文書管理 ・文書を管理する手順の確立、維持 
⑫運用管理 ・著しい環境側面に関連する運用及び活

動の特定 
⑬緊急事態への準備及び対応 ・事故及び緊急事態に関する環境影響を

予防し緩和するための手順の確立、維

持 
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ＩＳＯ １４００１の要求事項に関
する視点からの区分 

区分を整理する上で考慮したそれぞれ

に該当する環境保全活動 
点検及び是正処置  
⑭監視及び測定 ・環境に影響を及ぼす可能性がある運用

及び活動の鍵となる特性を定常的に

監視及び測定するための手順の確立、

維持 
⑮不適合並びに是正及び予防処置 ・不適合の調査、それによる影響を緩和

する処置、是正及び予防処置に着手し

完了する責任と権限を定める手順の

確立、維持 
⑯記録 ・環境記録の識別、維持及び廃棄のため

の手順の確立、維持 
⑰環境マネジメントシステム監査 ・定期的な EMS監査のプログラム及び

手順の確立、維持 
経営層による見直し  
⑱経営層による見直し ・最高経営層による EMSの見直しと、

それに必要な情報の収集 
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（４）法規制への対応に関する視点 

 
法規制への対応に関する視点からの区分は、環境保全活動に関連しうる法律を考慮

して整理しました。 

 
法規制への対応に関する

視点からの区分 
区分を整理する上で考慮した法律 

①環境一般に関する法律 ・環境基本法 
・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グ

リーン購入法） 
・環境影響評価法 
・人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律（公害罪法） 
・特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 
・工場立地法 

②地球環境に関する法律 ・地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推
進法） 
・特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律

（オゾン層保護法） 
・特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（バー

ゼル法） 
・海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（海洋汚染防

止法） 
・エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法） 
・特定製品にかかわるフロン類の回収及び破壊の確保等に

関する法律（フロン回収破壊法） 
③大気汚染・悪臭に関する

法律 
・大気汚染防止法 
・自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車

NOx・PM法） 
・スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律（スパ

イクタイヤ使用禁止法） 
・悪臭防止法 

④騒音・振動に関する法律 ・騒音規制法 
・公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害防止等

に関する法律 
・特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法 
・振動規制法 

⑤水質汚濁・地盤沈下に関

する法律 
・水質汚濁防止法 
・湖沼水質保全特別措置法 
・瀬戸内海環境保全特別措置法 
・特定水道利用水障害の防止のための水道水源水域の水質

保全に関する特別措置法 
・下水道法 
・工業用水法 
・建築物用地下水の採取の規制に関する法律 
・浄化槽法 

 



- 47 - 

法規制への対応に関する

視点からの区分 
区分を整理する上で考慮した法律 

⑥土壌汚染・農薬に関する

法律 
・農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（農用地土壌汚

染防止法） 
・農薬取締法 
・土壌汚染対策法 

⑦廃棄物・リサイクルに関

する法律 
・循環型社会形成推進基本法 
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法） 
・資源の有効な利用の促進に関する法律（改正リサイクル

法） 
・容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（容器包装リサイクル法） 
・特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法） 
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リ

サイクル法） 
・食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リ

サイクル法） 
・使用済み自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサ

イクル法） 
⑧化学物質に関する法律 ・化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律 

・特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善

の促進に関する法律（PRTR法） 
・ダイオキシン類対策特別措置法 
・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法 
・消防法 
・高圧ガス保安法 
・毒劇物取締法 
・労働安全衛生法 

⑨被害救済・紛争処理に関

する法律 
・公害健康被害の補償等に関する法律（公害健康被害補償

法） 
・公害紛争処理法 

⑩費用負担・助成に関する

法律 
・公害防止事業費事業者負担法 

⑪自然保護に関する法律 ・自然環境保全法 
・自然公園法 
・絶滅のおそれのある野生動物植物の種の保存に関する法

律（種の保存法） 
⑫その他 ・放射線障害防止法 

・電波法 
・建築基準法 
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（５）環境問題の種類に関する視点 

 
環境問題の種類に関する視点からの区分は、環境基本計画における環境保全施策の

体系に見られる項目を考慮して整理しました。 

 
環境問題の種類に関する視

点からの区分 
区分を整理する上で考慮した環境保全施策の体系 

①地球温暖化対策 

②オゾン層保護対策 

③その他の大気環境保全 

④騒音・振動対策 

⑤水質環境保全 

⑥土壌・地盤環境保全 

⑦廃棄物・リサイクル対策 

⑧化学物質対策 

⑨自然環境保全 

環境基本計画 
 
第３部 各種環境保全施策の具体的な展開 
第２章 環境保全施策の体系 
第１節 環境問題の各分野に係る施策 
１ 地球規模の大気環境の保全 
２ 大気環境の保全（地球規模の大気環境

を除く。） 
３ 水環境、土壌環境、地盤環境の保全 
４ 廃棄物・リサイクル対策などの物質循

環に係る施策 
５ 化学物質対策 
６ 自然環境の保全と自然とのふれあい

の推進 

 
 
（６）ステークホルダーに関する視点 

 
ステークホルダーに関する視点からの区分は、「環境報告書ガイドライン（2000年
度版）」（環境省、平成 13 年２月）に示されたステークホルダーを考慮して整理しま

した。 

 
ステークホルダーに関する視点からの区分 
①消費者 
②投資家・金融機関 
③取引先 
④ＮＧＯ・ＮＰＯ 
⑤地域住民 
⑥行政機関 
⑦経営者 
⑧従業員 
⑨その他 
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２．事例検索一覧表 

 
以下の事例検索一覧表は、前項に示した６つの視点からの区分にしたがって、第２

章の環境保全活動の整理事例を一覧できるように整理したものです。一つの整理事例

が複数の区分に該当していることも分かりやすいように配慮しました。 
これにより、どのような活動が、どのような環境保全コスト分類に該当するのかを、

大まかに把握することが容易になります。 

 
一覧表の左側の「各視点からの区分」の欄は、各視点からの区分と整理事例との関

連性について示しています。 

 
一覧表の右側の「環境保全コスト分類」の欄に示した印は、以下のように区別して

あります。 

 
◎：第 2章で基本的な考え方として示した環境保全コスト分類 
○：第 2章で基本的な考え方によらない場合として示した環境保全コスト分類 
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（１）事業活動の体系に関する視点からの区分 

事業活動に関する区分 環境保全コスト分類 

①
原
材
料
等
の
投
入 

②
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
投
入 

③
水
の
投
入 

④
製
造 

⑤
設
備
投
資 

⑥
研
究
開
発 

⑦
一
般
管
理 

⑧
社
会
貢
献 

⑨
環
境
損
傷
の
修
復 

⑩
輸
送
・
流
通 

⑪
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

⑫
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル 

⑬
水
域
・
土
壌
へ
の
排
出 

⑭
大
気
へ
の
排
出 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 
そ
の
他
コ
ス
ト 
事
例
番
号 

○              環境物品等の調達・購入  ◎      19 

○      ○        グリーン調達・購入のための取組  ◎      20 

○              再生型枠の使用 ○ ◎      21 

○     ○         軽量薄型のレジ袋等の使用  ◎  ◎    22 

○     ○      ○   歩留まりの向上 ◎   ◎    34 

 ○   ○        ○ ○ 省エネ設備の導入 ◎       16 

 ○   ○       ○ ○ ○ 環境負荷の監視 ○  ◎     30 

  ○          ○  水質の浄化 ◎       11 

    ○          既存設備に対する更新投資 ◎       1 

    ○          環境保全設備への防災装置の追加 - - - - - - - 2 

    ○         ○ 環境保全設備の付属設備に関する修理 ◎       3 

    ○        ○ ○ 固定資産税の扱い ◎       4 

    ○          環境保全設備に対する修理 ◎       5 

    ○          環境保全設備の移設 - - - - - - - 6 

    ○          設備の維持管理により発生する廃棄物処理 ◎  ○     7 

     ○         化審法による化学物質の審査   ◎ ◎    32 

     ○         鉛フリーはんだ搭載製品の製造  ◎  ◎    33 

      ○        法規制より厳しい水準の環境負荷低減 ◎       13 

      ○        環境マネジメントプログラムの実施 ◎       24 
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事業活動に関する区分 環境保全コスト分類 

①
原
材
料
等
の
投
入 

②
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
投
入 

③
水
の
投
入 

④
製
造 

⑤
設
備
投
資 

⑥
研
究
開
発 

⑦
一
般
管
理 

⑧
社
会
貢
献 

⑨
環
境
損
傷
の
修
復 

⑩
輸
送
・
流
通 

⑪
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

⑫
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル 

⑬
水
域
・
土
壌
へ
の
排
出 

⑭
大
気
へ
の
排
出 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 

事
例
番
号 

      ○        条例等で義務づけられた計画等の策定   ◎     25 

      ○ ○       環境問題に関する説明会の開催   ◎  ◎   26 

      ○        環境広告   ◎     27 

      ○        環境監査及び環境報告書の第三者意見記載の取組   ◎     29 

       ○       事業活動と関連のない緑化活動等の実施  ○   ◎   35 

       ○       自然保護団体への年会費     ◎   36 

        ○      支払保険料の扱い      ◎  37 

         ○     自社輸送における環境負荷の抑制 ◎       9 

         ○     業者委託の輸送における環境負荷の抑制 ◎ ◎      10 

           ○ ○  PCB 使用物品の処理・保管 ◎       15 

           ○   リサイクル及び処理・処分 ◎ ○      17 

           ○   外注先に対する廃棄物処理指導  ◎      18 

           ○  ○ 業界団体等に対する負担金の支払 ◎ ◎   ◎   23 

           ○   環境監視のための特別な調査   ◎     31 

            ○  排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入 ◎       12 

            ○ ○ 放射線障害防止のための措置       ◎ 40 

             ○ 環境配慮型車両等の導入 ◎       8 
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（２）業種に関する視点からの区分 

業種に関する区分 環境保全コスト分類 

①
水
産
・
農
業
・
林
業 

②
製
造
業 

③
建
設
業 

④
電
気
・
ガ
ス
等
供
給
業
他 

⑤
通
信
業 

⑥
運
輸
・
倉
庫
業 

⑦
流
通
業 

⑧
金
融
・
保
険
業 

⑨
サ
ー
ビ
ス
業 

⑩
そ
の
他 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 
事
例
番
号 

○  ○   ○     環境配慮型車両等の導入 ◎       8 

 ○  ○      ○ 環境保全設備への防災装置の追加 - - - - - - - 2 

 ○  ○      ○ 環境保全設備の移設 - - - - - - - 6 

 ○  ○       化審法による化学物質の審査   ◎ ◎    32 

 ○         鉛フリーはんだ搭載製品の製造  ◎  ◎    33 

 ○  ○       歩留まりの向上 ◎   ◎    34 

 ○  ○     ○  放射線障害防止のための措置       ◎ 40 

  ○        再生型枠の使用 ○ ◎      21 

  ○        仮設工事における環境保全活動 - - - - - - - 41 

      ○    軽量薄型のレジ袋等の使用  ◎  ◎    22 
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（３）ＩＳＯ １４００１の要求事項に関する視点からの区分 
ＩＳＯ １４００１の要求事項に関する区分 環境保全コスト分類 

①
一
般
要
求
事
項 

②
環
境
方
針 

③
環
境
側
面 

④
法
的
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項 

⑤
目
的
及
び
目
標 

⑥
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム 

⑦
体
制
及
び
責
任 

⑧
訓
練
、
自
覚
及
び
能
力 

⑨
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

⑩
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
文
書 

⑪
文
書
管
理 

⑫
運
用
管
理 

⑬
緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応 

⑭
監
視
及
び
測
定 

⑮
不
適
合
並
び
に
是
正
及
び
予
防
処
置 

⑯
記
録 

⑰
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
監
査 

⑱
経
営
層
に
よ
る
見
直
し 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 
そ
の
他
コ
ス
ト 
事
例
番
号 

○                  環境マネジメントプログラムの実施 ◎       24 

  ○                自社輸送における環境負荷の抑制 ◎       9 

  ○ ○        ○ ○ ○     化審法による化学物質の審査   ◎ ◎    32 

  ○         ○       歩留まりの向上 ◎   ◎    34 

   ○        ○   ○    環境保全設備の付属設備に関する修理 ◎       3 

   ○        ○   ○    環境配慮型車両等の導入 ◎       8 

   ○        ○       排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入 ◎       12 

   ○        ○       PCB 使用物品の処理・保管 ◎       15 

   ○  ○      ○       省エネ設備の導入 ◎       16 

   ○  ○             環境物品等の調達・購入  ◎      19 

   ○     ○   ○       業界団体等に対する負担金の支払 ◎ ◎   ◎   23 

   ○               条例等で義務づけられた計画等の策定   ◎     25 

   ○        ○  ○     環境負荷の監視 ○  ◎     30 

   ○               放射線障害防止のための措置       ◎ 40 

     ○      ○   ○    既存設備に対する更新投資 ◎       1 

     ○      ○       水質の浄化 ◎       11 

     ○             軽量薄型のレジ袋等の使用  ◎  ◎    22 
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ＩＳＯ １４００１の要求事項に関する区分 環境保全コスト分類 

①
一
般
要
求
事
項 

②
環
境
方
針 

③
環
境
側
面 

④
法
的
及
び
そ
の
他
の
要
求
事
項 

⑤
目
的
及
び
目
標 

⑥
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム 

⑦
体
制
及
び
責
任 

⑧
訓
練
、
自
覚
及
び
能
力 

⑨
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

⑩
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
文
書 

⑪
文
書
管
理 

⑫
運
用
管
理 

⑬
緊
急
事
態
へ
の
準
備
及
び
対
応 

⑭
監
視
及
び
測
定 

⑮
不
適
合
並
び
に
是
正
及
び
予
防
処
置 

⑯
記
録 

⑰
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
監
査 

⑱
経
営
層
に
よ
る
見
直
し 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 

事
例
番
号 

       ○           外注先に対する廃棄物処理指導  ◎      18 

        ○          環境問題に関する説明会の開催   ◎  ◎   26 

        ○          環境広告   ◎     27 

        ○          工場見学への対応   ◎     28 

        ○          環境監査及び環境報告書の第三者意見記載の取組   ◎     29 

        ○          事業活動と関連のない緑化活動等の実施  ○   ◎   35 

           ○   ○    環境保全設備への防災装置の追加 - - - - - - - 2 

           ○       固定資産税の扱い ◎       4 

           ○       環境保全設備に対する修理 ◎       5 

           ○   ○    環境保全設備の移設 - - - - - - - 6 

           ○       設備の維持管理により発生する廃棄物処理 ◎  ○     7 

           ○       業者委託の輸送における環境負荷の抑制 ◎ ◎      10 

           ○       法規制より厳しい水準の環境負荷低減 ◎       13 

           ○       騒音・振動防止対策 ◎       14 

           ○       リサイクル及び処理・処分 ◎ ○      17 

           ○       グリーン調達・購入のための取組  ◎      20 

           ○       鉛フリーはんだ搭載製品の製造  ◎  ◎    33 

             ○ ○    環境監視のための特別な調査   ◎     31 
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（４）法規制への対応に関する視点からの区分 
法規制への対応に関する区分 環境保全コスト分類 

①
環
境
一
般
に
関
す
る
法
律 

②
地
球
環
境
に
関
す
る
法
律 

③
大
気
汚
染
・
悪
臭
に
関
す
る
法
律 

④
騒
音
・
振
動
に
関
す
る
法
律 

⑤
水
質
汚
濁
・
地
盤
沈
下
に
関
す
る
法
律 

⑥
土
壌
汚
染
・
農
薬
に
関
す
る
法
律 

⑦
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
に
関
す
る
法
律 

⑧
化
学
物
質
に
関
す
る
法
律 

⑨
被
害
救
済
・
紛
争
処
理
に
関
す
る
法
律 

⑩
費
用
負
担
・
助
成
に
関
す
る
法
律 

⑪
自
然
保
護
に
関
す
る
法
律 

⑫
そ
の
他 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 
そ
の
他
コ
ス
ト 
事
例
番
号 

○            業者委託の輸送における環境負荷の抑制 ◎ ◎      10 

○            環境物品等の調達・購入  ◎      19 

○            グリーン調達・購入のための取組  ◎      20 

 ○ ○          環境配慮型車両等の導入 ◎       8 

 ○           自社輸送における環境負荷の抑制 ◎       9 

 ○           排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入 ◎       12 

 ○ ○          省エネ設備の導入 ◎       16 

 ○     ○      軽量薄型のレジ袋等の使用  ◎  ◎    22 

 ○ ○  ○ ○       環境負荷の監視 ○  ◎     30 

  ○          環境保全設備の付属設備に関する修理 ◎       3 

   ○         騒音・振動防止対策 ◎       14 

    ○        水質の浄化 ◎       11 

     ○       環境監視のための特別な調査   ◎     31 

      ○      PCB 使用物品の処理・保管 ◎       15 

      ○      リサイクル及び処理・処分 ◎ ○      17 

      ○      外注先に対する廃棄物処理指導  ◎      18 

      ○  ○    業界団体等に対する負担金の支払 ◎ ◎   ◎   23 
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法規制への対応に関する区分 環境保全コスト分類 

①
環
境
一
般
に
関
す
る
法
律 

②
地
球
環
境
に
関
す
る
法
律 

③
大
気
汚
染
・
悪
臭
に
関
す
る
法
律 

④
騒
音
・
振
動
に
関
す
る
法
律 

⑤
水
質
汚
濁
・
地
盤
沈
下
に
関
す
る
法
律 

⑥
土
壌
汚
染
・
農
薬
に
関
す
る
法
律 

⑦
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
に
関
す
る
法
律 

⑧
化
学
物
質
に
関
す
る
法
律 

⑨
被
害
救
済
・
紛
争
処
理
に
関
す
る
法
律 

⑩
費
用
負
担
・
助
成
に
関
す
る
法
律 

⑪
自
然
保
護
に
関
す
る
法
律 

⑫
そ
の
他 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 

事
例
番
号 

      ○      歩留まりの向上 ◎   ◎    34 

       ○     化審法による化学物質の審査   ◎ ◎    32 

           ○ 放射線障害防止のための措置       ◎ 40 
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（５）環境問題の種類に関する視点からの区分 
環境問題の種類に関する区分 環境保全コスト分類 

①
地
球
温
暖
化
対
策 

②
オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策 

③
そ
の
他
の
大
気
環
境
保
全 

④
騒
音
・
振
動
対
策 

⑤
水
質
環
境
保
全 

⑥
土
壌
・
地
盤
環
境
保
全 

⑦
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策 

⑧
化
学
物
質
対
策 

⑨
自
然
環
境
保
全 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 
そ
の
他
コ
ス
ト 
事
例
番
号 

○      ○   既存設備に対する更新投資 ◎       1 

○         環境保全設備の付属設備に関する修理 ◎       3 

○  ○       環境配慮型車両等の導入 ◎       8 

○      ○   自社輸送における環境負荷の抑制 ◎       9 

○  ○       業者委託の輸送における環境負荷の抑制 ◎ ◎      10 

○      ○   グリーン調達・購入のための取組  ◎      20 

○      ○   軽量薄型のレジ袋等の使用  ◎  ◎    22 

○  ○  ○ ○    環境負荷の監視 ○  ◎     30 

○        ○ 事業活動と関連のない緑化活動等の実施  ○   ◎   35 

  ○  ○     省エネ設備の導入 ◎       16 

  ○    ○   業界団体等に対する負担金の支払 ◎ ◎   ◎   23 

   ○      騒音・振動防止対策 ◎       14 

    ○     水質の浄化 ◎       11 

    ○     排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入 ◎       12 

     ○    環境監視のための特別な調査   ◎     31 

      ○   設備の維持管理により発生する廃棄物処理 ◎  ○     7 

      ○ ○  PCB 使用物品の処理・保管 ◎       15 

      ○   リサイクル及び処理・処分 ◎ ○      17 

      ○   外注先に対する廃棄物処理指導  ◎      18 



- 58 - 

環境問題の種類に関する区分 環境保全コスト分類 

①
地
球
温
暖
化
対
策 

②
オ
ゾ
ン
層
保
護
対
策 

③
そ
の
他
の
大
気
環
境
保
全 

④
騒
音
・
振
動
対
策 

⑤
水
質
環
境
保
全 

⑥
土
壌
・
地
盤
環
境
保
全 

⑦
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策 

⑧
化
学
物
質
対
策 

⑨
自
然
環
境
保
全 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 

事
例
番
号 

      ○   歩留まりの向上 ◎   ◎    34 

       ○  環境問題に関する説明会の開催   ◎  ◎   26 

       ○  化審法による化学物質の審査   ◎ ◎    32 

       ○  鉛フリーはんだ搭載製品の製造  ◎  ◎    33 

        ○ 自然保護団体への年会費     ◎   36 
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（６）ステークホルダーに関する視点からの区分 
ステークホルダーに関する区分 環境保全コスト分類 

①
消
費
者 

②
投
資
家
・
金
融
機
関 

③
取
引
先 

④
Ｎ
Ｇ
Ｏ
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ 

⑤
地
域
住
民 

⑥
行
政
機
関 

⑦
経
営
者 

⑧
従
業
員 

⑨
そ
の
他 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 
事
例
番
号 

○  ○     ○  グリーン調達・購入のための取組  ◎      20 

○         軽量薄型のレジ袋等の使用  ◎  ◎    22 

○ ○     ○   環境マネジメントプログラムの実施 ◎       24 

○ ○     ○   条例等で義務づけられた計画等の策定   ◎     25 

○   ○ ○    ○ 環境問題に関する説明会の開催   ◎  ◎   26 

○   ○ ○    ○ 環境広告   ◎     27 

○   ○ ○     工場見学への対応   ◎     28 

○ ○     ○   環境監査及び環境報告書の第三者意見記載の取組   ◎     29 

○    ○ ○ ○ ○  化審法による化学物質の審査   ◎ ◎    32 

○         鉛フリーはんだ搭載製品の製造  ◎  ◎    33 

○   ○     ○ 事業活動と関連のない緑化活動等の実施  ○   ◎   35 

 ○     ○ ○  既存設備に対する更新投資 ◎       1 

 ○     ○   固定資産税の扱い ◎       4 

 ○     ○ ○  環境保全設備の移設 - - - - - - - 6 

 ○   ○ ○ ○   省エネ設備の導入 ◎       16 

 ○   ○ ○ ○ ○  環境負荷の監視 ○  ◎     30 

 ○     ○   支払保険料の扱い      ◎  37 

 ○     ○ ○  非償却資産への投資 - - - - - - - 38 

 ○     ○ ○  金融資産への投資 - - - - - - - 39 

  ○       自社輸送における環境負荷の抑制 ◎       9 

  ○       業者委託の輸送における環境負荷の抑制 ◎ ◎      10 
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ステークホルダーに関する区分 環境保全コスト分類 

①
消
費
者 

②
投
資
家
・
金
融
機
関 

③
取
引
先 

④
Ｎ
Ｇ
Ｏ
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ 

⑤
地
域
住
民 

⑥
行
政
機
関 

⑦
経
営
者 

⑧
従
業
員 

⑨
そ
の
他 

活
動
内
容 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

上
・
下
流
コ
ス
ト 

管
理
活
動
コ
ス
ト 

研
究
開
発
コ
ス
ト 

社
会
活
動
コ
ス
ト 

環
境
損
傷
対
応
コ
ス
ト 

そ
の
他
コ
ス
ト 

事
例
番
号 

  ○       外注先に対する廃棄物処理指導  ◎      18 

  ○       環境物品等の調達・購入  ◎      19 

  ○       再生型枠の使用 ○ ◎      21 

   ○      自然保護団体への年会費     ◎   36 

    ○ ○    環境保全設備の付属設備に関する修理 ◎       3 

    ○ ○    水質の浄化 ◎       11 

    ○ ○    排水処理施設に組み込まれた汚泥圧縮装置の導入 ◎       12 

    ○ ○    法規制より厳しい水準の環境負荷低減 ◎       13 

    ○ ○ ○ ○  騒音・振動防止対策 ◎       14 

    ○ ○    PCB 使用物品の処理・保管 ◎       15 

    ○ ○    環境監視のための特別な調査   ◎     31 

    ○ ○    放射線障害防止のための措置       ◎ 40 

     ○   ○ 業界団体等に対する負担金の支払 ◎ ◎   ◎   23 

     ○ ○ ○  歩留まりの向上 ◎   ◎    34 

      ○ ○  環境保全設備への防災装置の追加 - - - - - - - 2 

      ○ ○  環境保全設備に対する修理 ◎       5 
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（禁無断転載） 

環境会計に関するお問い合わせ先及びご意見受付先 

 
この手引きや環境会計ガイドラインについてのお問い合わせやご意見について

は、次のメールアドレスで随時受け付けております。 

E-mail：env-acctg@env.go.jp 

皆様からいただきましたお問い合わせやご意見は今後の手引きの充実やガイドライン改善

の参考とさせていただきたいと思います。 


